(問1)土地改良法の目的に関する記述について(A)～(D)に当てはまる組合せとして、適当なものはどれか。

農業の生産性の向上、農業総生産の(A)、農業生産の選択的拡大及び農業構造の(B)を図るためには、農業の生産基盤を整備し、開発することが不可欠である。

このため、土地改良法は、農用地の改良、（C)、保全及び集団化に関する事業を適正かつ(D)に実施するために必要な事項を定めている。

(A)　　(B)　 (C)　(D)

1改善 改革 造成 確実

2増大 改善 開発 円滑

3増進 改良 改善 迅速

4推進 改革 整備 着実

公式解答2

(問2)土地改良事業の実施手続等に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1土地改良事業計画は、土地改良事業の施行に関する基本的な要件に適合するものとなるように定めなければならない。

2国・県営土地改良事業を申請しようとするときは、申請人は、いわゆる住民の意見聴取を行わなければならない。

3国又は都道府県は、土地改良事業の申請があったときは、全てこれを認めなければならない。

4いわゆる小作地が受益地である場合は、使用収益権者が原則として事業参加者になる。

公式解答3

解説　全て→ 当該事業を適当と認めた場合　国県営土地改良事業にあっては、申請に係る事業について適否を決定して、その旨を申請人に通知すること
(問3)土地改良施設の管理に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1土地改良施設の造成主体は、国、都道府県等であるが、その管理も、造成主体が行わなければならない。

2土地改良施設の管理に要する経費は、受益者が負担することが建前となっているが、当該施設の公共性、公益性等から国により助成措置が講じられている場合もある。

3事業により土地改良施設が新設され、管理事業に移行するときは、建設事業で受益者の同意を得ているので、改めて同意を徴集する必要はない。

4土地改良区管理の土地改良施設で、当該施設の利益を受ける地域住民から管理費を徴収しようとするときは、その住民を土地改良区の組合員として認定しなければならない。

公式解答2
解説

1国の場合は、管理は委託管理、譲与管理、直轄管理　2正解　3再度同意は必要　4組合員は３条資格者　特定受益者に事業費の負担をさせるには、手続きが必要である
(問4)土地改良事業の種類に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1「土地改良施設の管理」には、用排水路や農業用道路を拡幅する等その機能を拡大する行為も含まれている。

2「災害復旧」は、農用地や土地改良施設の災害復旧を対象としている。

3「交換分合」は、工事実施を伴わない事業である。

4「その他農用地の改良又は保全のため必要な事業」には、客土、暗渠排水、床締のようなものがある。

解説1　管理には　機能拡大は含まれない　管理は維持、保存及び運用
(問5)土地改良事業の費用負担に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1いわゆる小作地の農業者負担部分は、負担金等の安定的な確保を図るため、事業参加資格の如何に関わらず小作地の所有者から徴収することができる。

2土地改良区は、実施する土地改良事業で著しく利益を受ける者が特定できる場合には、その者を組合員とし、当該土地改良事業に要する費用を負担させることができる。

3土地改良事業の農業者負担部分については、国庫補助のある事業に限って、株式会社日本政策金融公庫(旧農林漁業金融公庫)の融資対象となっている。

4国営土地改良事業の農業者負担部分については、事業完了後に年賦償還することとされている。また、この部分については、株式会社日本政策金融公庫(旧農林漁業金融公庫)の融資対象とはなっていない。

解説1 小作地の所有者→３条資格者（使用収益権者）から　2.３条資格者、特別受益者に事業の負担をさせるには手続きが必要　３国庫補助または　一定規模以上の事業　国庫補助の無い事業も含まれる
(問6)農業農村整備に関する記述のうち、不適当なものはどれか。・

1農業農村整備事業は、農業生産の基盤と農村の生活環境の整備を通じて「農業の持続的発展」、「農村の振興」、「食料の安定供給」、「多面的な機能の発揮」を図るための施策である。

2「農地」と「農業用水」は、国民生存の基盤となる食料の供給に不可欠な財であり、公共性が高いことから、国の施策としてその整備が実施される。

3土地改良事業は、事業参加資格者の3分の2以上の同意があれば、強制的に事業を実施し、費用負担させることができる。

4国が建設主体として造成された土地改良施設は、国が直接管理しなければならない。

公式解答　4

解説4.　管理委託、譲与管理、直轄管理の3種類がある　国、都道府県、市町村、土地改良区
(問7)農地整備の役割に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農地の整備は、労働生産性や土地生産性の向上に不可欠なものである。

2水田の区画整備率が高いほど稲作に特化し、麦・大豆の作付け率は低くなる。

3整備された農地は、一般的に耕作放棄されにくい。

4農地が整備されることにより、洪水防止や土砂崩壊防止など国土保全機能が発揮される。

公式解答　2

解説 2　作付け率は高くなる

(問8)農業水利に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1全国の農業用水路の延長は約40万km、農業水利施設は、25兆円の社会資本ストックを形成している。

2基幹的な農業水利施設は、国営や県営事業で重点的に整備されている。

3農業水利施設のライフサイクルコストの低減のためには、深刻な機能低下が発生する前に、予防保全対策を実施することが重要である。

4農業農村整備事業は、道路整備や治水事業と比べて事業費における維持・更新費の割合が低い。

公式解答　4

解説4　維持管理費が50％と高い

(問9)防災対策に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1農地・農業用施設等を災害から未然に防止し、被害軽減を図るためにはハード対策が重要で、ソフト対策はあまり効果が期待できない。

2我が国は社会基盤が整備されたため、豪雨や大規模地震に起因した災害は少ない。

3農地防災は農業生産の維持を目的としており、国土の保全に直接寄与するものではない。

4都市化、混住化の進行により、洪水量の増大、水質悪化などが問題となってきている。

公式解答　4

解説1.ソフトも必要　2.災害は多い　3.直接寄与する　4.正解

(問10)田園環境の再生・創造に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1農業農村整備において地域の二次的自然の保全や回復に配慮することは、地域の生物多様性保全に重要である。

2農業基盤整備率が高く大規模農家ほど、農業生産活動に忙しく、環境保全型農業に取り組む余裕がない。

3農村地域における環境保全対策は、地域農業の発展や農村の振興とは全く別の視点で取り組まなければならない。

4農業の環境保全は農薬使用制限など営農の問題が中心で、農業基盤整備で対応できる部分は少ない。

公式解答　1

解説1.正解　　2.取り組んでいる　3同一の視点行う　4 多い

(問1)図面等に表示する数値及び面積計算に関する次の記述のAからDまでに入る数値の組合せとして、適当なものはどれか。

建物等の調査図面に表示する数値は、建物等の計測値を基にミリメートル単位で記入する。また、建物等の面積計算は、この記入数値をメートル単位により小数点以下第(A)位まで算出し、小数点以下第(B)位{小数点以下第(C)位切捨て}までの数値を求める。

なお、建物の延べ床面積は、この算出した各階別の小数点以下第(D)位までの数値を合計した数値とする。

1A4 B2 C3 D2

2A4 B3 C4,D3

3A5 B3 C4 D3

4A5 B4 C5 D4
公式解答1

(問2)次の設例による相続人及び相続分に関する記述のうち、適当なものはどれか。

(設例)被相続人の死亡時点(昭和50年1月1日とする。)の家族状況は、

妻(A)、子(B)、実母(C)の3人とする。

1相続人は、AとBとC。法定相続分は、AとCは4分の1ずつ、Bは2分の1。

2相続人は、AとBとC。法定相続分は、AとBとCは3分の1ずつ。

3相続人は、AとB。法定相続分は、Aは3分の1、Bは3分の2。

4相続人は、AとB。法定相続分は、AとBは2分の1ずつ。

公式解答　3

解説3　S55年12月以前ならば　4　昭和56年1月以降

(問3)地目に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1池沼→かんがい用水でない水の貯留池

2、境内地→境内に属する土地であって、宗教法人法(昭和26年法律第126号)第3条第2号及び第3号に掲げる土地(宗教法人の所有に属しないものは除く。)

3水道用地→専ら給水の目的で敷設する水道の水源地、貯水池、ろ水場又は水道線路に要する土地

4保安林→森林法(昭和26年法律第249号)に基づき農林水産大臣が保安林として指定した土地

公式解答2

２　宗教法人に属しないものも含む

(問4)境界立会いに関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1境界標識が設置されている境界点については、関連する権利者全員の同意を得ること。

2現地に境界点の表示等がない場合の境界点設置作業に当たっては、いずれの側にも片寄ることなく中立の立場で行うものとする。

3境界点を設置する場合には、木杭(プラスチック杭を含む。)又は金属鋲(頭部径15㎜)等容易に移動できない標識を設置するものとする。

4確認した境界点は、原則として、赤色のペイントで着色するものとする。

公式解答　

4　赤色→黄色のペイント

(問5)建物区分と判断基準の各符号の組合せとして、適当なものはどれか。

(建物区分)A木造建物〔Ⅱ〕B木造建物〔皿〕C非木造建物〔1〕D非木造建物〔Ⅱ〕

(判断基準)

イ柱、梁等の主要な構造部が木材以外の材料により建築されている鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、コンクリートブロック造等の建物

ロ石造、レンガ造及びプレハブ工法により建築されている鉄骨系又はコンクリート系の建物

ハ土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、ツーバイフォー工法又はプレハブ工法等軸組(在来)工法以外の工法により建築された建物

二土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を使用し、軸組(在来)工法により建築されている劇場、映画館、公衆浴場、体育館等で主要な構造部の形状・材種、間取り等が一般的でなく、木造建物〔1〕に含まれないと判断されるもの又は3階建の建物

1区分AからDの判断基準は、二、ハ、ロ、イの順である。

2区分AからDの判断基準は、二、ハ、イ、ロの順である。

3区分AからDの判断基準は、ハ、二、イ、ロの順である。

4区分AからDの判断基準は、ハ、二、ロ、イの順である。

公式解答　2

(問6)立竹木調査として、適当なものはどれか。
1権利者の筆ごとに立木の位置を調査する。当該筆の一部を取得等するときは、取得等する部分と残地の部分とに区分し、立木の位置を図面に表示するとともに番号を付す。

2立木については、樹種名、根本周囲、幹周、目高直径、枝幅、樹高、管理の程度等を調査する。

3鑑賞用竹(ほていちく、きんめいちく、なりひらたけ、かんちく等)は、30本程度を1株として、その位置を図面に表示するとともに番号を付す。

4芝、地被類、草花等は、植込みの面積を調査する。

公式解答　4

解説 1筆→画地　2目高直径→胸高直径　3、30本程度→５本程度　4、正解

(問7)営業調査表の各項目を記載するために必要とする書面又は簿冊の写しを収集する業務に関する次の記述のAからDまでに入る語句の組合せとして、適当なものはどれか。

①直近3か年の事業年度の確定申告書(控)写。税務署受付印のあるものとする。

②直近3か年の事業年度の(A)。

③直近1年の事業年度の(B)。特に必要と認める場合は直近3か年とする。

④直近1年の事業年度の次の帳簿写。特に必要と認める場合は直近3か年とする。

ア正規の簿記の場合

(C)、得意先元帳、現金出納帳、預金出納帳

イ簡易簿記の場合

(D)、現金出納帳

(書面又は簿冊)

イ総勘定元帳写、固定資産台帳写

ロ損益計算書写、貸借対照表写

ハ売上帳、仕入帳、仕訳帳

二売掛帳、買掛帳、経費帳

1AからDの書面又簿冊は、イ、ロ、二、ハの順である。

2AからDの書面又簿冊は、ロ、イ、二、ハの順である。

3AからDの書面又簿冊は、ロ、イ、ハ、二の順である。

4AからDの書面又簿冊は、イ、ロ、ハ、二の順である。

公式解答3

(問8)建物等の既存の損傷箇所調査(事業損失の事前調査)で、床に傾斜等が発生しているときの調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1えん甲板張り等の居室(畳敷の居室を除く。)について、気泡水準器で直交する二方向の傾斜を計測する。

2床仕上げ材に亀裂及び縁切れ又は剥離、破損が生じているときは、それらの箇所及び状況(最大幅、長さ又は大きさ)を計測する。

3束又は大引、根太等床材に緩みが生じているときは、その程度を調査する。

4計測の単位は、幅、長さ及び大きさともセンチメートルとする。

公式解答4

解説4 幅はミリ　長さがセンチメートル

(問9)内水面漁業権等調査で、予想被害対策の検討のために行う漁業への影響調査等に関する記述うち、不適当なものはどれか。

1工事予定区域内の実態調査

2漁場の危険防止対策

3工事期間中の被害回避対策等

4工作物設置後生ずる被害の回避対策等とする。

公式解答　2

解説2漁場の資源保護対策

(問10)土地改良財産の他目的使用等に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1他目的使用等が認められる要件は、当該財産の本来の用途又は目的を妨げるものではないことである。

2他目的使用等が認められる要件は、当該財産を総合的に利用することが関係農家の利益に合致することである。

3他目的使用等の例としては、土地改良施設の敷地に電柱、上下水道管等の工作物を設置させる場合や用水路等を発電等の利水の用に供する場合等である。

4他目的使用等の設定期間は、承認の日から20年を超えない期間を原則とするが、特例(高度の公共性を有する場合)もある。

公式解答　4

解説　4　２０年→5年以内　

(問1)土地改良補償要綱における「定義」に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1「土地等の取得」とは、土地、土地に定着する物件及び土地から未分離の状態にある土

石砂れきの所有権の取得並びに土地収用法第5条に掲げる権利の消滅をいう。

2「土地等の使用」とは、土地収用法において用いられている「収用」に対する強制使用

の意味に限定され、広い意味の使用ではない。

3「土地等の権利者」の中には、土地、物件及び権利の仮登記権者、既登記の買戻特約権

者等も含まれる。

4「権利」とは、社会通念上権利と認められる程度までに成熟した慣習上の利益も含まれ

る。

公式解答　2

解説　2広い意味での使用

(問2)土地の評価について、取引事例地の選択要件に関する記述のうち、不適当なものは

どれか。

1事情補正率が30%程度以内で、適正に補正できること。

2個別的要因の比較が容易であること。

3画地の面積が著しく相違してないこと。

4取引時期が5年程度以内であること。

公式解答　4

解説4　取引事例が2年以内

(問3)土地の正常な取引価格に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1正常な取引価格は、近傍類地の取引価格を基準として、土地価格形成上の諸要素を総合

的に比較考量して算定しなければならない。

2地代、小作料、借賃等の収益を資本還元する場合の還元利回りは、宅地の場合は6パー

セント、農地及び林地の場合は5パーセントで運用しなければならない。

3取得する土地を不動産鑑定士が評価した場合は、この鑑定評価格により取得しなければ

ならない。_

4取得する土地が農地の場合は、周辺地域の宅地化が進み周囲の土地が宅地に移行してい

る場合であっても、農地として評価しなければならない。

公式解答　1

2 農地は6％　3参考とする　4 宅地又は宅地見込地とした評価する
(問4)土地に関する所有権以外の権利に係る記述のうち、適当なものはどれか。

1地役権とは、他人の土地において工作物又は竹木を所有するため、その土地を使用する

権利で物権である。

2永小作権とは、他人の土地で耕作又は牧畜をする権利であるが、小作料を支払うため債権である。

3区分地上権とば、土地を立体的に利用するための権利であり、用益物権である。

4留置権とは、法律で決められた特別な原因によって発生した債権をもっている者が、債

務者の一定の財産から他の債権者よりも先に債務を支払ってもらえる権利のことである。

公式解答4
解説1地上権の記載　2永小作権は.物権　4 先取特権の規定　

(問5)漁業権等の消滅に関する補償に係る記述のうち、不適当なものはどれか。

1漁業権とは、漁業法(昭和24年法律第267号)第6条に規定する権利をいい、入漁権とは、

漁業法第7条に規定する権利をいう。

2自由漁業で漁業権等の消滅に係る補償を受ける者は、当該漁場の周辺において免許を有

する漁業協同組合の組合員と同程度の年間操業実績を有している者である。

3平均魚種別漁獲量は、当該地域における実情を調査し、統計及び税務申告書等の資料を

参酌して定めるが、自家消費は含まない。

4魚価は、時価を基準とし、地域別及び漁法別の格差を勘案した魚種別の価格から、販売手

数料を控除したものとする。

公式解答　3

解説3自家消費分も含む

(問6)損失補償に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1事業に伴い取得される土地は、先祖伝来の土地で愛着があり手放すことによる精神的な苦痛に対する慰謝料の請求があった場合、土地取得代金のほか別途慰謝料を補償することができる。

2公然かつ平穏に他人の土地を占有していた者から占有権に対する補償の請求があった場合、この占有権者に補償することができる。

3反射的利益を享受している者から損失の補償請求があった場合、補償することができる。

4日陰、臭気、騒音、水質の汚濁等により生ずる損害等について、これらの損害等が社会生活上受忍すべき範囲を超える場合であって、これらの損害等が確実に予見されるような場合は、賠償することができる。

公式解答　4

解説1精神的な部分は補償できない正常な取引価格　2.占用権は補償できない　3反射利益も補償できない　土地等の権利者に行う　4妥当

(問7)建物の移転料に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1構外再築工法は、残地に従前の建物と同種同等の建物を建築する工法で、算定は、建物の現在価額+運用益損失額+取りこわし工事費とする。

2改造工法は、建物の一部を切り取り、残地内で残存部分を一部改築等する工法で、算定は、切取工事費+切取面補修工事費+残存蔀の一部改増築工事費とする。

3復元工法は、法律等に指定されている場合、その他原形で復元することが合理的と認められる場合に行い、算定は、解体工事費+運搬費+復元工事費とする。

4曳家工法は、曳家後の敷地と建物等の関係、建物の構造及び用途、建物の部材の希少性の程度等を勘案し、曳家することが合理的な場合に行い、算定は、曳家工事費+補修工事費とする。

公式解答　4

解説1再築工法　建物の現在価額+運用益損失額+取りこわし工事費―発生財価格

2. 改造工法 切取工事費+切取面補修工事費+残存蔀の一部改増築工事費―発生財価格

3　復元工法　解体工事費+運搬費+復元工事費―発生財価格

4　妥当である

(問8)養殖物、特産物の補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1養殖物を移殖することが困難又は不可能なときは、立毛補償に準じて補償するものとする。

2養殖物を移殖することが不可能又は特産物を移植することが相当であると認められる場合は、その移殖又は移植に要する経費のみを補償するものとする。

3一定の区域において特定人の支配のもとに管理されている藻類、魚介類等の水産動植物を養殖物という。

4地域特有の自然的条件のもとに産出される市揚価値のある植物を特産物という。

解答 2

2 移植に要する費用+移植に伴う減収予想

(問9)隣接土地に関する工事費の補償に関する記述のうち、適当なものはどれか。

1土地の取得の場合、起業地に隣接していなければ補償する必要がない。

2補償の請求は、土地収用法第93条第2項の規定を引用し、工事完了の日から5年以内に行うことができる。

3補償義務は請求により生ずるものであり、請求は文書又は口頭のいずれでもよい。

4工事を必要とする者は土地の所有者とし、借地権者等に対しては直接補償することはできない。

解答　3

解説　１.隣接していなくてもいい　2　１年以内　3記載とおり　4原則てきには土地の所有者であるが、借地権者に直接補償することもある
(問10)公共補償基準要綱に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1公共施設とは、土地収用法その他の法律により土地等を収用し、又は使用することができる事業の用に供する施設である。

2公共事業の施行に当たっては収用権が付与されていたが、完成した施設自体は特定の個人に譲渡され、当該個人の使用の用に供されている施設の場合は、公共施設の範囲から除外される。

3試験場等の試験目的で育成されている立木については、施設ではないので公共性を有する概念から除外される。

4既存公共施設等の機能を、中断することなく、技術的・経済的に可能な範囲で、合理的な形で従前と同程度に、現実に回復することを機能回復という。

公式解答　3

解説3　除外されない

